
砥部町日中一時支援事業費等に係る事業者の登録及び代理受領に関する要綱 

 

平成19年１月19日 

砥部町告示第９号 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、砥部町日中一時支援事業実施要綱（令和４年砥部町告示第10号）及

び砥部町移動支援事業実施要綱（令和４年砥部町告示第28号）（以下「実施要綱」とい

う。）に係る事業者の登録並びに実施要綱に基づき支援費の支給決定を受けた者（以下

「支給決定障がい者等」という。）の利便を図るため、実施要綱に基づき支給する支援

費（以下「地域生活支援事業給付費」という。）の受取りを砥部町に登録を受けた事業

者（以下「登録事業者」という。）に委任した場合の代理受領について必要な事項を定

めるものとする。 

 （代理受領） 

第２条 登録事業者は、支給決定障がい者等から地域生活支援事業給付費の受領を委任さ

れた場合には、地域生活支援事業給付費の支払を求めることができる。 

２ 支給決定障がい者等は、地域生活支援事業の利用に際し、当該基準額から前項の規定

により町長が支払う額を控除した額を登録事業者に支払うものとする。 

３ 登録事業者は、前項に規定する支払を受けた場合には、支給決定障がい者等に対し、

領収書を交付しなければならない。 

 （請求及び支払） 

第３条 登録事業者は、前条の規定に基づき、地域生活支援事業給付費の請求を行うとき

は、代理受領に関する委任状を、前もって町長に提出しなければならない。 

２ 前条第２項の規定による委任を受けた登録事業者は、地域生活支援事業を提供した月

の翌月 10 日までに、地域生活支援事業給付費請求書（様式第１号）により、町長に対

し地域生活支援事業給付費の請求を行うものとする。この場合において、次に掲げる書

類を添付しなければならない。 

（１）地域生活支援事業給付費明細書（様式第２号） 

 （２）地域生活支援事業提供実績記録票 

３ 町長は、前項の請求があったときは、基準額に基づき審査のうえ、請求を受けた日か

ら30日以内に、地域生活支援事業給付費を登録事業者へ支払うものとする。 

４ 登録事業者は、地域生活支援事業給付費の支払を受けたときは、代理受領により支払

を受けた旨の通知を支給決定障がい者等に対し速やかに行わなければならない。 

５ 第３項の規定に基づき、 地域生活支援事業給付費の支払があったときは、当該支給決

定障がい者等に対し、地域生活支援事業給付費の支給があったものとみなす。 

 （事業者の登録及び基準） 



第４条 登録事業者となることを希望する者は、地域生活支援事業者登録申請書（様式第

３号）に必要な書類等を添付し、町長に申請しなければならない。 

２ 登録事業者は、次に掲げる事項を満たすものとする。 

（１）日中一時支援事業者 

ア  在宅の障がい児（者）の介護に関する事業実績を有すること。 

イ 事業を週５日以上実施することが可能であること。 

ウ 事業の実施場所は、必要な広さを有すること。なお、併設事業所については、本

体施設の入所者の支援に支障がないと認められる場合に限り、本体施設の設備を事

業に活用することができるものとする。 

エ 事業に従事する職員（以下「従事者」という。）の配置については、事業と本体施

設と一体的に運営する事業所は、本体施設の入所者及び事業の利用者の総数を当該

施設の入所者数とみなしたときに、身体障害者更生援護施設の設備及び運営に関す

る基準（平成15年厚生労働省令第21号）、知的障害者援護施設の設備及び運営に関

する基準（平成１５年厚生労働省令第 22 号）及び児童福祉施設最低基準（昭和 23

年厚生省令第63号）により、当該施設として必要とされる人数以上とする。また、

単独事業所については、利用者数４名に対して１名以上を配置する。なお、知的障

害者援護施設における従事者については、知的障害者援護施設の設備及び運営に関

する基準第15条に定める指導員に準ずるものとする。 

オ 事業の管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事

するものである。ただし、以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がな

いと認められる場合には、他の職務を兼ねることができるものとする。 

① 当該事業の従業者としての職務に従事する場合 

② 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の管理業務に

支障がないと認められる範囲内に他の事業所、施設等がある場合に、当該他の事

業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合 

カ 各事業所の日中一時支援の利用定員については、第３号に規定する実施場所にお

いて、余裕をもって受け入れることができる人数とする。 

（２）移動支援事業者 

ア 登録事業者は、次のいずれかに該当することを要件とし、移動支援を行う事業所

ごとに行うものとする。 

①  平成 18 年９月 30 日において現に障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成17年法律第123号。以下「法」という。）第29条第

１項の指定のうち、外出介護の指定を受けていること。（法附則第 11 条第１項

の規定により外出介護に係る指定障害福祉サービス事業者の指定を受けたもの

とみなされている事業者を含む。） 

② 法第29条第１項の指定のうち、居宅介護、重度訪問介護又は行動援護の指定を



受けていること。 

イ 登録事業者は、移動支援事業の実施に関し、法に基づく指定障害福祉サービスの

事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第171号）を遵

守し、移動支援の提供に当たる者は、次のいずれかに該当する者でなければならな

い。 

① 居宅介護従業者養成研修の視覚障害者外出介護従業者養成研修課程修了者（視

覚障がい者及び視覚障がい児への支援に限る。） 

   ② 居宅介護従業者養成研修の全身性障害者外出介護従業者養成研修課程修了者

（全身性障がい者及び全身性障がい児への支援に限る。） 

   ③ 居宅介護従業者養成研修の知的障害者外出介護従業者養成研修課程修了者（知

的障がい者及び知的障がい児への支援に限る。） 

   ④ 行動援護従業者養成研修修了者（知的障がい者、精神障がい者、知的障がい児

及び精神障がい児への支援に限る。） 

   ⑤ 介護福祉士 

   ⑥ 居宅介護従業者養成研修の１級課程、２級課程又は３級課程修了者 

   ⑦ 重度訪問介護従業者養成研修修了者（全身性障がい者及び全身性障がい児への

支援に限る。） 

⑧介護保険法第８条第２項に規定する政令で定める者 

⑨都道府県知事等から必要な知識及び技術を有すると認める旨の証明書の交付を受

けた者 

 （登録の決定） 

第５条 町長は、前条第１項の申請があったときは、その内容を審査し、事業者の登録を

承認したときは、 地域生活支援事業者登録承認通知書（様式第４号）により、また、

事業者の登録を不承認としたときは、地域生活支援事業者登録不承認通知書（様式第４

号）により申請者に通知するものとする。 

 （登録事業者の名称等の変更の届出等） 

第６条 登録事業者は、登録事項に変更があったときは、当該変更に係る事項について登

録事項変更届出書（様式第5号）により町長に届け出なければならない。 

２ 登録事業者は、当該地域生活支援事業を廃止し、休止し、又は再開したときは、次に

掲げる事項を記載した事業廃止（休止・再開）届出書（様式第６号）を町長に届け出な

ければならない。 

（１）廃止し、休止し、又は再開した年月日 

（２）廃止し、又は休止した場合にあっては、その理由 

（３）休止した場合にあっては、休止の予定期間 

（報告等） 

第７条 町長は、地域生活支援事業費の支給に関して必要があると認めるときは、登録事



業者に対し報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示を命じ、又は砥部町職員

に関係者に対して質問させ、若しくは登録事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件

を検査することができる。 

 （登録事業者の登録の取消し） 

第８条 町長は、登録事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、登録事業者の登録

を取り消すことができる。 

（１）給付費等の請求に関し不正があったとき。 

（２）登録事業者が、不正の手段により町長の登録を受けたとき。 

（３）この告示及び実施要綱に違反したとき。 

（４）事業の執行が不適切で、その改善が見込めないと町長が認めたとき。 

（５）正当な理由なく、第７条に規定する報告等を拒んだとき。 

 （関係帳簿等の保存） 

第９条 登録事業者は、地域生活支援事業費の代理受領に係る帳簿及び関係書類を５年間

保存するものとする。 

 （その他） 

第１０条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公表の日から施行し、平成18年10月１日から適用する。 

（届出の省略） 

２ この告示の施行の日から平成19年３月31日までの間に限り、施行日の前日において

第４条の規定を満たしている事業者については、施行日に事業者の登録の届出をしてい

るものとみなす。 

附 則（平成25年７月４日告示第105号） 

 この告示は、公表の日から施行し、平成25年４月１日から適用する。 

   附 則（平成25年７月31日告示第115号） 

 この告示は、公表の日から適用する。 

   附 則（平成31年３月27日告示第44号） 

 この告示は、公表の日から施行する。 

   附 則（令和４年３月31日告示第85号） 

 この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

 



様式第１号（第３条関係）

（あて先）砥部町長　　様

電話番号

〒

　　年　　月　　日

請求事業者

住　所
(所在地)

名　称

代表者
職・氏名

事業所番号

上記のとおり請求します。

年

金　　　　額

月分

円千百万十億

内
　
　
訳

地域生活支援事業給付費請求書

請求金額

合　　　計

地域生活支援事業給付費名 明細書件数



様式第２号（第３条関係）

年

費
用
の
額
計
算
欄

区　　　　分

支　給　決　定
障がい者等氏名

地域生活支援事業給付費明細書

受給者証番号

月分

事業所番号

 事業者及び
 その事業所
 の　名　称

摘要当月算定額
算定
回数

算定単位額算定区分

枚中 枚

利
用
者
負
担
額
計
算
欄

当月地域生活支援費請求額 ①－②

摘要

円

利用者負担額の内訳

当月費用の額合計 ①

当月算定額

利用者負担額

当月利用者負担額合計 ②



様式第３号(第４条関係) 

地域生活支援事業者登録申請書 

年  月  日 

 

砥部町長    様      

住   所 

申請者 事業者名称 

代表者氏名 

 

地域生活支援事業登録事業者として登録を受けたいので、次のとおり申請します。 

 

ふ り が な  

事 業 者 名 
 

所  在  地 
 

連  絡  先  

法人の場合その種別  

代表者の職・氏名  

 

添付書類(日中一時支援事業) 

（１）事業者の職員名簿(当該職員の有する資格等が記載されているもの) 

（２）事業に使用する建物（以下「事業所」という。）に係る登記事項証明書又は貸

借契約書 

（３) 事業に使用する居室の平面図及び写真(１箇月以内に撮影されたもの) 

（４）事業の運営規程 

（５）前号に掲げるもののほか町長が特に必要と認めるもの 



様式第４号(第５条関係) 

砥部町指令   第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

砥部町長         印 

 

 

地域生活支援事業者登録承認(不承認)通知書 

 

   年  月  日に申請のありました地域生活支援事業者登録については、次のと

おり承認(不承認)します。 

 

ふ り が な 
 

事 業 者 名 
 

所  在  地 
 

代表者の職・氏名  

 

 

決  定  事  項 

□ 承認する □ 承認しない(理由) 

 



様式第５号(第６条関係) 

登 録 事 項 変 更 届 出 書 

年  月  日 

砥部町長  様       

住   所 

申請者 事業者名称 

代表者氏名 

 

次のとおり登録を受けた内容を変更しましたので、届け出ます。 

 

ふ り が な  

事 業 者 名 
 

所  在  地 
 

連  絡  先  

法人の場合その種別  

代表者の職・氏名  

 

※変更箇所のみ記入してください。 



様式第６号(第６条関係) 

事 業 廃 止 (休止・再開) 届 出 書 

年  月  日 

砥部町長  様      

住   所 

申請者 事業者名称 

代表者氏名 

 

次のとおり事業廃止(休止・再開)をしましたので、届け出ます。 

 

ふ り が な  

廃止(休止・再開)する

事 業 者 名 

 

所  在  地 

 

代表者の職・氏名  

廃止・休止・再開 年   月   日 

廃止・休止の理由  

休止の予定期間 年   月   日まで 

 


